
石川県立金沢錦丘高等学校

主担当 現　　　状 評　価　の　観　点 達　成　度　判　断　基　準 判定基準 備　　考

① 中学校との情報交換や指導
記録も適切に踏まえ、学級
担任や学年主任等による積
極的な面談を行う。

各学年 昨年度、ホーム担任や教科担任との面談に
よって「より良い変化が生まれた」と答えた
生徒は前期74％、後期73％であった。学習に
関する悩みよりも学校生活に関する悩みへの
対応について、肯定的評価がやや低い。ま
た、学年によっての肯定的評価の差も見受け
られた。今後とも組織的な対応が求めらる。

【満足度指標】
面談を通して、生活や学習に関し
て、きめ細かく指導を行うこと
で、学習面での積極性や主体的に
進路を選択する姿勢が向上する。

「ホーム担任や教科担任との面談によって、自分の
学習姿勢や進路選択に良い変化が生まれた」と思う
生徒の割合が
　Ａ　80%以上である
　Ｂ　70%以上である
　Ｃ　60%以上である
　Ｄ　60%未満である

Ｃ、Ｄの場
合、指導の
あり方を再
検討する。

生徒アンケー
ト（７月・１
２月）により
評価する。

【成果指標】
学年通信のほかに、学校ＨＰや各
種だより等も有効に活用すること
で、保護者や地域の方々が目にす
る機会が増える。

「学校のＨＰや学年通信、各種便りや行事案内な
ど、学校からの情報を見ている」保護者の割合が
　Ａ　80％以上である
　Ｂ　75％以上である
　Ｃ　70％以上である
　Ｄ　70％未満である

Ｃ、Ｄの場
合、取組を
再検討す
る。

保護者アン
ケート（７
月・１２月）
により評価す
る。

【成果指標】
行事に参加する保護者の数が増加
し、延べで1,000人以上を目指す。

ＰＴＡ主催の行事に参加する保護者の数が、延べで
　Ａ　1,000人以上である
　Ｂ　800人以上である
　Ｃ　600人以上である
　Ｄ　600人未満である

Ｃ、Ｄの場
合、取組を
再検討す
る。

各行事の参加
者数を集計
し、評価す
る。

中高一貫教育校として６年
間を見通した学習指導や進
路指導を行う。

教務課 昨年度、「６年間を通じた指導方針や指導方
法の共通理解と実践に、教科で取り組んでい
る」と思う教員の割合は前期65％、後期51％
であった。前期数値は上昇したものの、後期
は一昨年より減少した。中高接続に関する指
導が一部の教員に終わっている傾向がある。
６年間を見通した指導体制の確立にいっそう
努めなければならない。

【努力指標】
６年間を見越した到達目標を明確
にし、中高の教員が連携して、生
徒の進路目標の実現を図る。

「中高一貫教育校として、６年間を通じた指導方針
や指導方法の共通理解と実践に、教科で取り組んで
いる」と思う教員の割合が
　Ａ　70%以上である
　Ｂ　60%以上である
　Ｃ　50%以上である
　Ｄ　50%未満である

Ｃ、Ｄの場
合、連携の
あり方を再
検討する。

職員アンケー
ト（７月・１
２月）により
評価する。

家庭学習時間の目標達成率（H30後期）
全学年39.7％
　　１年43.0％　２年47.7％　３年28.3％
３年の達成率がかなり低かった。宿題を与え
てただ勉強せよというだけではなく、なぜこ
の勉強が今必要なのか、しっかりと自覚させ
る必要がある。

【成果指標】
［平日の目標］
1年:２H、2年:２.５H、3年:４H
［休日の目標］
1・2年：４H、3年:総体等前５H、
総体等後８H

目標時間を達成している生徒の割合が
　Ａ　80％以上である
　Ｂ　70％以上である
　Ｃ　60％以上である
　Ｄ　60％未満である

Ｃ、Ｄの場
合、結果を
分析し、改
善策を検討
する。

生徒アンケー
ト（７月・１
２月）により
評価する。

③

平成３１年度　自 己 評 価 計 画 書

　【重点目標１】　中高一貫教育の特長を生かし、高い進路目標に向かって自発的に取り組むことのできる生徒を育成する。

具　体　的　取　組

② 学校ＨＰや学年通信、各種
便り等を通して保護者に学
校の様子を伝えるととも
に、ＰＴＡ活動や学校行事
への参加拡大を図り、家庭
との連携を強める。

総務課 保護者への情報提供として学年通信を月毎に
発行しているが、さほど保護者まで届いてい
ない状況にある。ＰＴＡ主催の行事が増えた
こともあり、案内が十分に行き届かない場合
もあったが、保護者に対しては、いっそう、
学校活動の見通しをもってもらう必要性があ
る。

（H30後期　保護者アンケート）
「学校からの情報を見ている」67％
「PTA主催の行事に参加した」延べ982人



④ いじめやネットトラブル等
に関する校内研修や講習会
を実施し、生徒のトラブル
について予防的対応を行う
とともに、問題行動の早期
発見を図る。

生徒指
導課

近年深刻さを増すいじめ問題やネットトラブ
ルについて、研修会等を通じて教員が理解を
深め、トラブルの早期発見や対応できる体制
を確実に作っていく必要がある。

（H30職員アンケート）
「取り組んでいる」75％

【成果指標】
研修会等により、いじめ問題や
ネットトラブルの安全対策につい
て理解を深めることで、生徒への
指導に結びつけている。

いじめやネットトラブルの予防指導の必要性を理解
し、「実践している」「ほぼ実践している」教員の
割合が
　Ａ　100%である
　Ｂ　90%以上である
　Ｃ　80%以上である
　Ｄ　80%未満である

Ｃ、Ｄの場
合、取組の
方法を再検
討する。

新規

職員アンケー
ト（７月・１
２月）により
評価する。

⑤ 生徒一人一人が自発的に挨
拶できるような雰囲気を醸
成し、気持ちよく授業を受
けられる環境を整える。

生徒会
課

朝の挨拶運動には、多くの部活動が参加して
いる。生徒アンケートによると75%の生徒が
積極的に挨拶をしていると回答しているが、
「校外からの来校者にも積極的に挨拶してい
る」と回答している割合は30％に留まってい
る。

【成果指標】
教職員の積極的な声掛けや生徒会
や部活動を中心とした挨拶運動に
より、積極的に挨拶ができる生徒
の数が増加する。

「学校生活において、挨拶を積極的に行っている」
生徒の割合が
　Ａ　80％以上である
　Ｂ　70％以上である
　Ｃ　60％以上である
　Ｄ　60％未満である

「校外からの来校者にも積極的に挨拶している」生
徒の割合が
　Ａ　70％以上である
　Ｂ　50％以上である
　Ｃ　30％以上である
　Ｄ　30％未満である

Ｃ、Ｄの場
合、取組の
方法を再検
討する。

生徒アンケー
ト（７月・１
２月）により
評価する。

⑥ 担任、学年、生徒指導室、
保健室、相談室、部顧問が
十分に情報を共有し、課題
や悩みを抱えた生徒を早期
に発見し、自発的解決に向
けて協力する。

保健・
相談課

学業・進路、家庭環境、友人関係などの悩み
を抱え、不登校傾向を示す生徒が増加してい
る。また発達障害の傾向があり、集団生活に
なじめない生徒も増えている。

（H30職員アンケート）
「対応ができている」97％

【成果指標】
早期に連携して、生徒の課題や悩
みに対応しようと意識する教員が
増加する。

「関係教職員の情報共有により、問題を抱えた生徒
を早期に把握し対応している」と思う職員の割合が
　Ａ　90％以上である
　Ｂ　80％以上である
　Ｃ　70％以上である
　Ｄ　70％未満である

Ｃ、Ｄの場
合、連携の
あり方を再
検討する。

職員アンケー
ト（７月・１
２月）により
評価する。

⑦ 高校で求められる知識・教
養・感性を身に付け、文章
の理解力・表現力を育成す
るために読書を奨励する。
特に、各教科と連携し、読
書指導を授業やシラバスの
他、あらゆる機会をとらえ
て行うことによって推進す
る。

図書課
各学年
各教科

昨年度、「授業で推薦図書を紹介するなど生
徒の読書量を増やすための指導をした」と答
えた教員は、全体の37％であった。『先生の
お薦めの１冊』の取り組みの効果も少しずつ
現れているようである。

（H30）推薦図書の紹介冊数　平均1.5冊

【努力指標】
生徒が読書の楽しさを知り、高い
教養と感性を身につけ、幅広い考
え方ができるように図書の紹介を
行い、生徒の読書に対する興味・
関心を高める。

「授業やシラバスの他、あらゆる機会をとらえて、
生徒に適した書物を紹介し、読書量を増やすための
指導をしている」教員の割合が
　Ａ　50％以上である
　Ｂ　40％以上である
　Ｃ　30％以上である
　Ｄ　30％未満である

Ｃ、Ｄの場
合、取組を
再検討す
る。

職員アンケー
ト（７月・１
２月）により
評価する。



主担当 現　　　状 評　価　の　観　点 達　成　度　判　断　基　準 判定基準 備　　考

昨年度後期の職員アンケートによれば、互見
授業や錦丘中との交流において、各学期に３
回以上「参考になった」と思う教員が56％で
あり、徐々に、教員同士が学び合う状況にな
りつつある。

【努力指標】
錦丘中とも連携した研究授業や互
見授業を通して、授業改善に繋げ
るために、授業を参観する機会を
多く設ける。

「他の教員の授業を参観したり、自分の授業を参観
してもらった上で意見を伺ったりして参考になった
と思える回数が、錦丘中との交流を含め、年間４回
以上あった」と思う教員の割合が
　Ａ　70％以上である
　Ｂ　60％以上である
　Ｃ　50％以上である
　Ｄ　50％未満である

Ｃ、Ｄの場
合、取組を
再検討す
る。

職員アンケー
ト（７月・１
２月）により
評価する。

「授業でＩＣＴをよく活用している」教員の割合が
　Ａ　80％以上である
　Ｂ　70％以上である
　Ｃ　60％以上である
　Ｄ　60％未満である

Ｃ、Ｄの場
合、取組を
再検討す
る。

職員アンケー
ト（７月・１
２月）により
評価する。

「IＣＴを活用した授業により、学習効果が高まっ
ている」と思う生徒の割合が
　Ａ　80％以上である
　Ｂ　70％以上である
　Ｃ　60％以上である
　Ｄ　60％未満である

Ｃ、Ｄの場
合、取り組
みを再検討
する。

授業評価（７
月・１２月）
により評価す
る。

昨年度の授業評価によれば、授業の中に「論
理的思考力等を伸ばす場面がある」という肯
定的評価は前期80％、後期75％であり、一昨
年よりも肯定的評価は高まっている。

【満足度指標】
思考を揺さぶる学習活動やどんな
力を身につけたのかの振り返り
（リフレクション）を取り入れ、
論理的思考力や判断力、表現力を
育てるとともに、自ら課題に向き
合うことで、考え抜く探究力を育
てる場面が増える。

「授業の中に論理的思考力や表現力を伸ばす場面が
ある」と思う生徒の割合が
　Ａ　90％以上である
　Ｂ　80％以上である
　Ｃ　70％以上である
　Ｄ　70％未満である

Ｃ、Ｄの場
合、取組を
再検討す
る。

授業評価（７
月・１２月）
により評価す
る。

授業にペアワークやグループ学習などが取り
入れられるようになってきているが、他との
意見の違いに触れながら、自分の考えや集団
の考えを形成・発展させる場面の設定には、
工夫が必要である。
昨年の最終生徒評価では「授業の中で伸ばす
場面がある」の項目で、当てはまるが36%、
やや当てはまるが39%であり、２つを合わせ
た肯定的評価は75％であった。

【満足度指標】
自らの考えを伝えるだけでなく、
集団の考えをまとめられるような
指導を取り入れることで、コミュ
ニケーション力を伸ばす場面が増
える。

「授業の中に話し合いや発表などを通してコミュニ
ケーション力を伸ばす場面がある」と思う生徒の割
合が
　Ａ　90%以上である
　Ｂ　80%以上である
　Ｃ　70%以上である
　Ｄ　70%未満である

Ｃ、Ｄの場
合、取組を
再検討す
る。

授業評価（７
月・１２月）
により評価す
る。

② 教科や総合的な学習の時間
の内容を関連させ、表現ト
レーニング、プレゼンテー
ション、多文化共生理解な
どに取り組むことで、論理
的・批判的に事象をとら
え、自らの考えを述べる力
を育成する。

教務課 昨年度、「さまざまな世界的・社会的事象に
対して、より関心を持つようになった」と思
う生徒は、全体の61％であった。探究活動を
本格的に行うことで、単に興味をもつ生徒を
増やすだけではなく、主体的に調べていく姿
勢を求めたい。

【成果指標】
生徒がさまざまな世界的・社会的
事象により関心を持ち、それにつ
いて意見を持つような生徒が増え
る。

「さまざまな世界的・社会的事象に対して、より関
心を持つようになった」と思う生徒の割合が
　Ａ　70%以上である
　Ｂ　60%以上である
　Ｃ　50%以上である
　Ｄ　50%未満である

Ｃ、Ｄの場
合、指導の
あり方を再
検討する。

生徒アンケー
ト（７月・１
２月）により
評価する。

　【重点目標２】　各教科・科目における指導を通じて、深い思考力やコミュニケーション力など、これからの社会で求められる力の伸長を図る。

ＩＣＴの効果的な活用やア
クティブラーニングの手法
を取り入れながら授業改善
に取り組み、生徒に基礎
的・基本的な事項を確実に
習得させるとともに、論理
的思考力や表現力の育成を
図る。

また、各教科の特質を踏ま
えた言語活動を通して、
「コミュニケーション力」
の育成を図る。

各教科

「IＣＴをよく活用している」と答えた教員
が75%、「時々活用している」と答えた教員
は15%、あわせると90%で、一昨年度の79％を
上回った。
また、生徒による評価ではＩＣＴを利用して
学習効果が高まっていると思う生徒の割合は
70%であり、一昨年度の62％をやはり上回っ
ている。今後とも、タブレット端末を含めた
活用内容の向上を追求し、学習効果を高めて
いく。

【努力指標・満足度指標】
IＣＴの「効果的な」活用方法につ
いて学校全体で検討し、実践に繋
げる。

＊「よく活用している」の目安は
月2回以上とする。

①



進路指
導課

平成31年度入試では、難関大合格者が京大1
名を含めて12名となり、５年連続して２桁の
合格者数となった。他方、金沢大学合格者数
は29名にとどまっている。
進路指導課と学年が一体となって、進路実現
のためのサポート体制の強化を図る必要があ
る。

※31年度入試結果
　難関大合格数 12名（うち現役８名）
　金沢大合格数 29名（うち現役23名）

【成果指標】
学力・学習状況の分析に基づくき
め細かな指導を行うことで、難関
大学現役合格者数が増加する。

超難関大（東大・京大）や国公立医学科の現役合格
者数が
　Ａ　３名以上である
　Ｂ　２名である
　Ｃ　１名である
　Ｄ　０名である

上記以外の難関大や金沢大の現役合格者数が
　Ａ　70名以上である
　Ｂ　50名以上である
　Ｃ　30名以上である
　Ｄ　30名未満である

Ｃ、Ｄの場
合、サポー
ト体制を見
直し、改善
策を検討す
る。

平成31年３月
末の合格者数
実績により評
価する。

通常の授業に加え、生活サイクルの中に予
習、復習の家庭学習を組み込んで習慣化する
ことで、どの程度学力を伸ばしたのかを図る
必要がある。

（H30　国数英の全国偏差値を伸ばした生
徒）
　１年生･･･175名
　２年生･･･190名

【成果指標（生徒）】
学習習慣を身につけ、成績を伸ば
している。
＊進研模試（７月と１月、もしく
は11月）の全国偏差値の比較

今年度で学力を伸ばした１年生、２年生の生徒数が
　Ａ　200名以上である
　Ｂ　180名以上である
　Ｃ　160名以上である
　Ｄ　160名未満である

Ｃ、Ｄの場
合、取組を
再検討す
る。

進研模試（7
月と１月、も
しくは11月）
により評価す
る。

昨年度の10月進研の3教科全国偏差値60以上
の生徒は、
　１年生 64名(19.8%）
　２年生 71名(22.4%）

昨年度3年10月進研で、5教科文系全国偏差値
56以上と5教科理系全国偏差値54以上の生徒
は、
　３年生 81名（23.8%）
　　　　　文系35名 理系46名

【成果指標】
校外模試において、上位者（全国
偏差値が1，2年は60以上、3年は56
以上）の数が増加する。

１，２年生校外模試の３教科偏差値６０以上の生徒
が
　Ａ　30％以上である
　Ｂ　25％以上である
　Ｃ　20％以上である
　Ｄ　20％未満である
　
３年10月記述模試で５教科偏差値が文系で56、理系
で54以上の現役生徒が
　Ａ　35％(112人)以上である
　Ｂ　30％(96人)以上である
　Ｃ　23％(74人)以上である
　Ｄ　23％(74人)未満である

Ｃ、Ｄの場
合、教科・
学年ごとに
結果を分析
し、改善策
を検討す
る。

模試結果の分
析により評価
する。

大学見学や難関大説明会、進路講演会などの
取組により、難関大を目指す生徒は増加傾向
にある。
昨年末の難関大志望者数は１年58名、２年63
名であった。

【成果指標】
１，２年生で難関大を志望する生
徒数が安定している。
　東大・京大志望　 10名以上
　難関大学志望　　 40名以上
　金沢大学志望　　180名以上
　国公立大学志望　280名以上

１，２年生で難関大を志望する生徒が
　Ａ　70名以上である
　Ｂ　60名以上である
　Ｃ　50名以上である
　Ｄ　50名未満である
　

Ｃ、Ｄの場
合、取組を
再検討す
る。

進路志望調査
（４月・１
月）により評
価する。

難関大学や金沢大学を中心
とした高い進路志望の実現
のため、１ランク上の志望
を持たせることにより学習
意欲の向上を図るととも
に、入試分析や補講・添削
等のサポート体制を強化す
る。

※難関大
　北海道大、東北大、
  東京大、名古屋大、
  京都大、大阪大、
　九州大、一橋大、
  東工大、神戸大

③



主担当 現　　　状 評　価　の　観　点 達　成　度　判　断　基　準 判定基準 備　　考

① 多忙化の大きな要因となっ
ている部活動において、限
られた時間を有効に活用さ
せることによって、生徒の
勉学と部活動の両立を図
る。

生徒会
課

昨年度の部活動加入率（10月）
１年　男子 95%　女子 100％
２年　男子 82%　女子  83％　全体90.5%

昨年度の、勉学と部活動の両立ができている
と思う生徒の割合（12月）
１年 51％  ２年 53％　全体 52％

【成果指標・満足度指標】
学習との両立ができて、心身のバ
ランスがとれたタフな生徒が増え
る。

あわせて、年間を通して、高い部
活動の加入率が維持される。

部活動加入率が
　Ａ　90％以上である
　Ｂ　85％以上である
　Ｃ　80％以上である
　Ｄ　80％未満である

１，２年生で「勉学と部活動の両立ができている」
と思う生徒の割合が
　Ａ　70％以上である
　Ｂ　60％以上である
　Ｃ　50％以上である
　Ｄ　50％未満である

Ｃ、Ｄの場
合、取組を
再検討す
る。

部登録調査
（４月・１０
月）及び生徒
アンケート
（７月・１２
月）により評
価する。

② 時間外勤務や会議時間の短
縮、効率化に学校が一丸と
なって取り組み、多忙化改
善に向けた教職員の意識改
革を行う。

生徒会
課
総務課

本校では近年、退校時間（20:00機械警備）
が厳守されていなかった実態がある。

昨年度からは退校時間を19:30とし、管理職
が鍵をかけたり、残留する必要がある教員に
ついては残留届の提出を求めるなど、業務改
善に向けて本格的に取り組んだ。その結果、
タイムマネジメントに関する教職員の意識は
徐々に高まっている。

(H30職員アンケート）
「業務効率の意識を高めた」88％

【成果指標】
業務の効率化やタイムマネジメン
トに関する意識を強く有する教員
が増える。

「業務の効率化やタイムマネジメントに関する意識
を高めた」と考える教員の割合が
　Ａ　95%以上である
　Ｂ　90%以上である
　Ｃ　80%以上である
　Ｄ　80%未満である

Ｃ、Ｄの場
合は取組の
方法を再検
討する。

職員アンケー
ト（７月・１
２月）により
評価する。

　【重点目標３】　多忙化改善に向けた教職員の意識改革を図り、部活動指導の効率化や校内における勤務状況の改善を推し進める。

具　体　的　取　組




